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１．20年３月期の連結業績（平成19年４月１日 ～ 平成20年３月31日）
（１）連結経営成績

20年３月期
19年３月期

円 円

20年３月期
19年３月期

（２）連結財政状態

百万円 百万円 円

20年３月期
19年３月期

（３）連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期
19年３月期

２．配当の状況

（基準日）

19年３月期
20年３月期
21年３月期

（予想）

３．21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日 ～ 平成21年３月31日）

第２四半期連結累計期間

通　　　期

定時株主総会開催予定日 平成20年６月27日

60.00  

１株当たり配当金

銭

34.67  
106.57  

銭

中 間 期 末
銭 

　URL  http://www.tohoku-epco.co.jp

（連結）

400 3.8

TEL (022) 225 - 2111

％ 億円 ％

200 15.6
20.05  △54.2

18,600 3.2 820 2.0
220△38.48,900 4.3 430

億円 ％ 億円

56.3   

30.00  30.00  60.00  

30.00  30.00  29,925  
30.00  29,935  

億円

100 △64.0
％

円 円

30.00  60.00  
銭 

1,971.69  

１株当たり純資産

4,069,331    

純　　資　　産 自己資本比率

1,015,352    
1,032,681    

23.9     
24.2     

銭

－
－

△197,591    

純資産配当率配当性向
（連結）期 末

276,182    119,073    

配当金総額
（年間）年 間

銭

百万円 ％ ％

円

149.6   

（％表示は，通期は対前期，第２四半期連結累計期間は対前年同期増減率）

銭 円

売　上　高 営業利益 経常利益 当期純利益

財務活動による
キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物
期　末　残　高

277,100    

営業活動による
キャッシュ･フロー

△112,675    

投資活動による
キャッシュ･フロー

124,359    △159,133    
△73,004    

（％表示は対前期増減率）

40.10  

1.8   
5.5   

１株当たり
当期純利益

3.1   
3.1   173.1   

4.5   

1,933.42  

％ ％ ％

％

1.0   
2.4   7.7   

平成20年３月期　決算短信

東北電力株式会社

平成20年４月28日

（百万円未満切捨て）

　上 場 取 引 所　　東証一部・大証一部

有価証券報告書提出予定日 平成20年６月27日

９５０６

　配当支払開始予定日  平成20年６月30日

売    上    高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

1,728,296 4.1 133,935 34.1

百万円 ％

80,417 △40.04.31,802,621
百万円 ％

総　資　産
経常利益率

百万円 ％

△67.5
△1.8

％

△61.1
百万円

4,033,835    

売　上　高
営業利益率

38,535
99,121

17,294
53,17394.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

  （氏名）高橋　宏明

964,232百万円 983,634百万円

（参考）　持分法投資損益    20年３月期

（参考）　自己資本　　　    20年３月期 　19年３月期

65百万円 107百万円　19年３月期

総　　資　　産

－ 1 －
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４．その他

無

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続，表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

有

有

　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む）20年３月期 19年３月期 

　　②　期末自己株式数 20年３月期 19年３月期 

（参考）個別業績の概要

１．20年３月期の個別業績（平成19年４月１日 ～ 平成20年３月31日）
（１）個別経営成績

20年３月期 
19年３月期 

20年３月期 
19年３月期 

（２）個別財政状態

百万円 百万円 円

20年３月期 
19年３月期 

２．21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日 ～ 平成21年３月31日）

第２四半期累計期間

通　　　期
4.7

純　　資　　産 自己資本比率

845,126百万円 　19年３月期 

総　　資　　産

300 △47.7 100
億円

百万円 ％

－

百万円

39.0

百万円

108,311

１株当たり
当期純利益

3.2
76,762

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（％表示は，通期は対前期，第２四半期累計期間は対前年同期増減率）

502,882,585 株

4,003,069 株

502,882,585 株

4,165,293 株

89.75     

1,595,922

16.04  
8,000

売　上　高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

10.03  
銭億円

6,774
44,780101.5

円   銭

53,653 △50.5 △81.5

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

  銭

13.58     
円

－

　　　となる重要な事項の変更に記載されるもの）

　　（注）詳細は，16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

売    上    高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

　　②　①以外の変更

　　　　ご覧ください。

△16.4

　　（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については，19ページ「１株当たり情報」を

　　①　会計基準等の改正に伴う変更

（％表示は対前期増減率）

％

1,546,745
△84.914,191

％百万円％

3.2

50 △78.8

１株当たり純資産

23.0     
23.6     

874,540百万円

銭％

円

3,675,908    
3,709,377    

845,126    
874,540    

1,694.60  
1,753.01  

％

（参考）　自己資本　　　    20年３月期 

％ 億円 ％ 億円

△73.1
％

80 18.116,700 4.6 550 2.5 150 5.7

　 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明，その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は，当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており，実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については，５ページ「１．経営成
績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。

－ 2 －



東北電力（株）9506 平成 20 年３月期決算短信 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  ａ．当期の経営成績 

 収支の状況につきましては，収益面では，電気事業において，平成 18 年７月から実施

した電気料金引下げの影響はあったものの，販売電力量が増加したことや，建設業にお

いて，風力発電所建設工事などにより売上が増加したことなどから，売上高（営業収益）

は，前年度に比べ 743 億円（4.3％）増の 1 兆 8,026 億円，経常収益は，前年度に比べ

653 億円（3.7％）増の 1 兆 8,107 億円となりました。 

 一方，費用面では，電気事業において，減価償却費は減少したものの，燃料価格の上

昇などによる燃料費の増加に加え，発電所の定期点検などにより修繕費が増加したこと

などから，経常費用は，前年度に比べ 1,259 億円（7.6％）増の 1 兆 7,721 億円となりま

した。 

 以上の結果，経常利益は，前年度に比べ 605 億円（61.1％）減の 385 億円となりまし

た。 

また，放射性廃棄物のクリアランスレベルの変更などに伴う原子力発電施設解体引当

金の増加額のうち，前年度までの発電実績に応じた金額 57 億円を特別損失に計上した結

果，当期純利益は，前年度に比べ 358 億円（67.5％）減の 172 億円となりました。 

 

 なお，売上高（営業収益）の大部分を占める当社の販売電力量は，前年度に比べ 3.9％

増の 841 億キロワット時となりました。 

 このうち特定規模需要以外の需要については，暖冬だった前年に比べ冬季の気温が低

めに推移したため暖房需要が増加したことや，オール電化住宅の普及拡大などから，前

年度に比べ 2.9％増の 294 億キロワット時となりました。 

 特定規模需要については，大口電力において，半導体関連や自動車関連部品の好調な

生産を背景に，「非鉄」や「機械」が高い伸びを示したことなどから，前年度に比べ 4.4％

増の 547 億キロワット時となりました。 

 これに対応する供給については，新潟県中越沖地震の影響による融通受電の減少や出

水率低下の影響などがありましたが，火力発電所の稼動増や発電設備の総合的な運用な

どにより安定した供給を行うことができました。 
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 <電気事業における生産・販売の状況> 

□生産の状況 

  発受電電力量 

(単位：百万 kWh，％) 

平 成 18 年 度 平 成 19 年 度 増　　減 前年度比

水 力 9,718 7,891 △ 1,827 81.2 

火 力 51,954 50,969 △ 985 98.1 

原 子 力 14,245 19,062 4,817 133.8 

自   社   計 75,917 77,922 2,005 102.6 

他  社  受  電 22,572 24,535 1,963 108.7 

融 通 (差 引) △ 9,440 △ 10,170 △ 730 107.7 

揚 水 用 △ 97 △ 153 △ 56 158.1 

合 計 88,952 92,134 3,182 103.6 

※他社受電には，連結子会社の酒田共同火力発電㈱4,643 百万 kWh，東北水力地熱㈱312 百万 kWh， 

東星興業㈱290 百万 kWh，東北自然エネルギー開発㈱30 百万 kWh が含まれております。 

 

 

□販売の状況 

  販売電力量 

 (単位：百万 kWh，％) 

平 成 18 年 度 平 成 19 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 24,291 25,073 782 103.2 

電 力 4,302 4,346 44 101.0 

計 28,593 29,419 826 102.9 

52,357 54,653 2,296 104.4 

80,950 84,072 3,122 103.9 

　
以
外
の
需
要

特
定
規
模
需
要

特 定 規 模 需 要

合　　　　　計

 

  電気料金収入 

(単位：百万円，％) 

平 成 18 年 度 平 成 19 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 518,899 530,455 11,556 102.2 

電 力 787,925 814,263 26,337 103.3 

合    計 1,306,824 1,344,719 37,894 102.9 

※電力には，特定規模需要が含まれております。 
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  ｂ．次期の業績見通し 

 

 連 結 業 績 予 想 (単位：億円)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

第２四半期連結累計期間 8,900 430 220 100 

通 期 18,600 820 400 200 

 

 単 独 業 績 予 想 (単位：億円)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

第 ２ 四 半 期 累 計 期 間 8,000 300 100 50 

通 期 16,700 550 150 80 

 

 

   売上高は，当社において，燃料費調整額による電灯・電力料の増加などから，第２四半

期連結累計期間では，8,900 億円程度（前年同期比 4.3％増），通期では，１兆 8,600 億円

程度（前年度比 3.2％増）となる見通しであります。 

   一方，費用については，減価償却費の減少はあるものの，燃料価格の高騰による燃料費

及び購入電力料の増加などにより，前年度に比べ増加するものと見込まれます。 

   この結果，経常利益は，第２四半期連結累計期間で 220 億円程度（前年同期比 54.2％減），

通期では，400 億円程度（前年度比 3.8％増）となる見通しであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収支変動影響額】 (単位：億円)

通 期

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 　 1ドル／バーレル 　　　　30 程度

為 替 レ ー ト  　1円／ドル 　　　　36 程度

原子力設備利用率  　1％ 　　　　22 程度

項 目

 

【主要諸元】

通 期

販 売 電 力 量 　(億kWh) 　　　 841 程度

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 　(ドル／バーレル) 　　 　 90 程度

為 替 レ ー ト 　(円／ドル) 　　 　100 程度

原子力設備利用率 　(％) 　　　　70 程度

項 目
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（２）財政状態に関する分析 

 ａ．キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

燃料価格の上昇などによる燃料費の増加に加え，発電所の定期点検などにより修繕費が

増加したものの，販売電力量が増加したことなどから，前年度に比べ 9 億円（0.3％）増の

2,771 億円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

工事費負担金等の収入が増加したことなどから，前年度に比べ 384 億円（19.5％）減の

1,591 億円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

社債の償還による支出が増加したことなどから，前年度に比べ 396 億円（54.3％）増の

1,126 億円の支出となりました。 

   

この結果，現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は，前連結会計年度末に比べ 52

億円増の 1,243 億円となりました。 

 

 ｂ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

自己資本比率（％）       21.3       22.6       23.4       24.2       23.9

時価ベースの
自己資本比率（％）

      22.2       24.1       30.9       36.7       30.1

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率

       6.8        5.8        9.7        7.8        7.5

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

       5.0        7.4        5.3        6.5        6.6
 

  自己資本比率            ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 

 

（注）１．各指標は，いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により

算出しております。 

３．キャッシュ・フローは，連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は，連結貸借対照表に計上されている負債のうち社債，長期借入金

（いずれも１年以内に期限到来のものを含みます。），短期借入金及びコマー

シャル・ペーパーを対象としております。また，利払いについては，連結キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する方針 

当社は，配当につきましては，安定配当の確保を基本に，当年度の業績，中長期的な収

支見通しや経営目標の達成状況などを総合的に勘案し決定することを基本的な方針として

おります。 

当年度は，燃料価格の上昇などにより利益が大幅に減少いたしましたが，上記の基本的

な方針を踏まえ，平成 19 年度の期末配当金につきましては，中間配当金と同じく１株につ

き 30 円を予定しております。 

内部留保資金については，設備投資資金ならびに財務体質の改善など今後の経営基盤強

化に活用し，企業価値の向上を図っていく所存であります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社企業グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があるリスクには，主に以

下のようなものがあります。企業グループでは，これらのリスク発生の可能性を認識した

うえで，リスク発生の低減に努めるとともに，発生した場合は，的確な対応に努めてまい

ります。 

なお，以下に記載の将来に関する事項は，現時点において，当社が判断したものであり

ます。 

①競争環境の変化による影響 

a.電気事業制度改革について 

電気事業においては，平成 12 年３月以降，自由化対象範囲が段階的に拡大され，平成

17 年４月からはすべての高圧のお客さまが自由化対象となりました。また，今年３月，

電気事業分科会の基本答申として，今後の望ましい電気事業制度の在り方が取りまとめ

られました。今後は詳細制度設計に向けた具体的検討が進められることとなっており，

今後も価格・サービス競争が激しくなるものと予想されます。 

 さらに，地球温暖化に関する環境規制の強化などにより，温室効果ガスの排出抑制に

向けた取組みへの関心も高まりつつあります。 

 原子力のバックエンド事業は，超長期の事業で不確実性を伴いますが，平成 17 年 10

月，「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関

する法律」が施行されたこと等により，六ヶ所再処理工場で再処理等を実施するための

外部積立が実施されるとともに，再処理施設の廃止措置費用など，従来未確定であった

部分のバックエンド費用についても電気料金による回収が可能となるなど，リスクの低

減が図られております。 

 なお，六ヶ所再処理工場で再処理される以外の使用済燃料に関する費用については，

電気事業会計規則の改正（平成 19 年３月 26 日）により，具体的な再処理計画が固まる

までの暫定措置として，平成 18 年度決算から引当金として積立てる制度が導入され，リ

スクの低減が図られております。 
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このような制度改革や環境規制の強化，それに伴う競争の進展など，企業グループを

取巻く事業環境の変化により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性

があります。 

b.電力自由化以外の競争について 

自家発電や他のエネルギー事業者との価格競争・サービス競争の進展により，企業グ

ループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

②経済状況及び天候状況による影響 

 電気事業における販売電力量は，景気動向や気温の変動に伴い，増加あるいは減少し

ます。このため企業グループの業績及び財政状態は，経済状況や天候の状況により，影

響を受ける可能性があります。 

 なお，年間の降雨降雪量により，豊水の場合は，燃料費の低減要因，渇水の場合は，

燃料費の増加要因となりますが，「渇水準備引当金制度」により一定の調整が図られる

ため，業績への影響は限定的と考えられます。 

③燃料価格の変動による影響 

 電気事業における火力発電燃料費は，石炭，ＬＮＧ，重・原油などのＣＩＦ価格及び

為替レートの変動により，影響を受けるため，当社は，バランスのとれた電源構成を目

指すことなどによって燃料価格変動リスクの分散に努めております。 

 電気事業には，燃料価格及び為替レートの変動を電気料金に反映させる「燃料費調整

制度」が適用されますが，燃料価格などが著しく変動した場合には，企業グループの業

績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

④自然災害及び操業トラブルの発生による影響 

企業グループは，お客さまに高品質な電力を安定的に供給するため，設備の点検・修

繕を計画的に実施し，設備の信頼性向上に努めておりますが，地震や台風等の自然災害，

事故やテロ等不法行為などにより，大規模な停電が発生し，設備の損傷や電源の長期停

止などに至った場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があり

ます。 

⑤金利の変動による影響 

 今後の市場金利の動向及び格付の変更により，企業グループの業績及び財政状態は影

響を受ける可能性があります。 

 ただし，有利子負債残高の多くは固定金利で調達した社債や長期借入金であることや，

財務体質強化のため有利子負債残高の削減に努めていることから，市場金利の変動によ

る影響は限定的と考えられます。 
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⑥情報流出による影響 

企業グループは，大量の個人情報や設備情報など重要な情報を保有しております。重

要な情報の適切な取扱いを図るため，基準等の整備や従業員・委託先に対する教育・指

導，情報セキュリティの強化等を実施しておりますが，重要な情報の流出により問題が

発生した場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

⑦電気事業以外の事業による影響 

企業グループは，エネルギー分野では，電気事業を中核に，省エネルギー対策を中心

とする付加価値提案型事業（ＥＳＣＯ事業）やガス事業との連携を強化しています。ま

た，情報通信事業などのエネルギー分野以外では，選択と集中を徹底しながら，収益性

を重視した自立性の高い事業展開を推進しています。これら事業の業績は，他事業者と

の競合の進展など事業環境の変化により，影響を受けることがあり，電気事業以外の事

業の業績により企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

 

２．企業集団の状況 

 最近の有価証券報告書（平成 19 年６月 28 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」

及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため，開示を省略いたします。 

 

 

３．会社の経営の基本方針及び目標とする経営指標 

当社は，昨年１月，東北電力グループを対象とした，平成 19 年度から 23 年度までの「東

北電力グループ中期経営方針」を策定し，当社企業グループの目指す姿として，社会から

『信頼される東北電力グループ』，お客さまから『選択される東北電力グループ』，質の高

い業務を追求する『エネルギーサービスのプロフェッショナル』を掲げました。 

社会から『信頼される東北電力グループ』では，当社は，将来にわたり，社会の信頼を

得ていくため，「安全確保」を最優先に安定供給に向けた取組みを推進し，社会の一員とし

て企業の社会的責任（ＣＳＲ）を着実に果たしてまいります。 

お客さまから『選択される東北電力グループ』では，多様化するお客さまのご要望に的

確に対応するため，最適なエネルギーサービスの提供と低廉な価格の実現を目指してまい

ります。また，企業グループ全体として保有している設備や技術を最大限に活用し，企業

グループ一体となって競争力強化に取組んでまいります。 

質の高い業務を追求する『エネルギーサービスのプロフェッショナル』では，「エネルギ

ーサービスのプロフェッショナル」を実現するため，人材マネジメントの強化，人材育成，

技術・技能の継承と向上，コミュニケーションの充実などに取組んでまいります。 
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当社は，引き続き，この「東北電力グループ中期経営方針」をもとに経営を展開してい

くこととしておりますが，一昨年の発電設備点検調査の実施や昨年７月に発生した新潟県

中越沖地震の発生など，昨今の経営環境の変化を踏まえ，４つの「新たに考慮すべき対応

上の力点」を定めました。 

１つ目は「安全確保最優先の徹底と業務品質の更なる向上」です。当社は，原子力品質

保証体制総点検や発電設備点検調査を踏まえ，企業風土・組織文化にまで踏み込んだ再発

防止対策を策定し，全社を挙げて実行に移しているところですが，更なる定着・充実を図

り，業務全般にわたり安全文化と業務品質の向上に努めてまいります。 

２つ目は「信頼向上への対応強化」です。安全最優先で適切に業務を行うこと，原子力

発電所をはじめ発電所や設備の安全・安定運転の実績を積重ねること，そして，地域の皆

さまの安心につながる正確，迅速で，分かりやすい情報を提供することなどによって，よ

り一層信頼の向上に努めてまいります。 

３つ目は「大規模自然災害への対応強化」です。当社は，これまでも大規模災害を想定

した体制整備や設備強化，訓練などを実施してまいりましたが，新潟県中越沖地震を契機

に，更なる設備対策や訓練の積重ねなど日頃の備えを充実させることにより，自然災害へ

の対応強化を図ってまいります。 

４つ目は「経営環境の変化に対応した販売活動の継続的な展開」です。お客さまの環境

意識の高まりや当社管内への企業の進出などに対し，お客さまニーズや地域の特性などを

総合的に判断しながら，的確なソリューションの提供に努めてまいります。 

 以上，４つの「新たに考慮すべき対応上の力点」を踏まえつつ，当社企業グループ全体

の総力を結集し，「東北電力グループ中期経営方針」で掲げている目指す姿に近づけるよう，

努めてまいります。 

 

 

なお，目標とする経営指標は次の２つです。 

 

【経営目標(連結)】 

自 己 資 本 比 率
平成 23 年度末までに

４％程度 30％以上

総資産営業利益率（ＲＯＡ）
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

3,713,452  3,634,639  △ 78,812     2,329,115  2,274,354  △ 54,761     

2,692,084  2,612,144  △ 79,940     1,170,517  1,160,524  △ 9,992      

183,869    180,852    △ 3,017      600,362    588,530    △ 11,831     

395,333    359,072    △ 36,261     204,599    188,484    △ 16,115     

494,597    435,347    △ 59,250     113,269    109,470    △ 3,799      

642,388    639,936    △ 2,452      3,126      5,591      2,464      

261,624    262,023    399        38,426     49,007     10,581     

587,335    612,788    25,452     424        110        △ 313        

121,691    115,819    △ 5,871      2,921      2,748      △ 172        

5,243      6,304      1,060      195,467    169,885    △ 25,581     

272,199    262,134    △ 10,065     688,272    731,079    42,807     

292,357    218,669    △ 73,688     

161,162    182,207    21,044     55,985     56,148     163        

161,162    182,207    21,044     116,526    164,650    48,123     

47,820     25,362     △ 22,457     

141,511    140,775    △ 736        175,581    266,248    90,666     

37,234     32,043     △ 5,191      

104,277    108,732    4,454      19,262     13,049     △ 6,213      

19,262     13,049     △ 6,213      

446,494    437,378    △ 9,116      

90,879     79,582     △ 11,297     負 債 合 計 3,036,650  3,018,483  △ 18,167     

104,522    106,016    1,494      

155,473    154,252    △ 1,221      971,930    958,990    △ 12,940     

96,762     98,719     1,956      251,441    251,441    -          

△ 1,144      △ 1,192      △ 48         26,678     26,678     -          

701,309    688,795    △ 12,513     

355,879    399,195    43,316     △ 7,498      △ 7,925      △ 426        

115,939    121,081    5,141      

129,494    140,655    11,160     11,703     5,241      △ 6,462      

60,326     69,378     9,052      11,827     5,477      △ 6,350      

16,642     16,664     21         △ 1,074      △ 1,196      △ 122        

34,456     53,348     18,892     950        961        10         

△ 980        △ 1,933      △ 952        

49,046     51,120     2,073      

純 資 産 合 計 1,032,681  1,015,352  △ 17,328     

合 計 4,069,331  4,033,835  △ 35,496     合 計 4,069,331  4,033,835  △ 35,496     

株 主 資 本

（単位：百万円）

水 力 発 電 設 備

固 定 負 債

社 債

固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産

資 産 の 部

長 期 借 入 金

増 減

負 債 及 び 純 資 産 の 部

当連結
会計年度末

科 目 科 目
前連結

会計年度末
前連結

会計年度末
増 減

当連結
会計年度末

汽 力 発 電 設 備 退 職 給 付 引 当 金

使用済燃料再処理等引当金原 子 力 発 電 設 備

配 電 設 備

流 動 負 債

原子力発電施設解体引当金

再評価に係る繰延税金負債

その他の電気事業固定資産

繰 延 税 金 負 債

送 電 設 備 使用済燃料再処理等準備引当金

変 電 設 備

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

装 荷 核 燃 料

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 の 固 定 資 産

業 務 設 備

建設仮勘定及び除却仮勘定

短 期 借 入 金

未 払 税 金

長 期 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

特 別 法 上 の 引 当 金加 工 中 等 核 燃 料

核 燃 料 そ の 他 の 流 動 負 債

平成20年３月31日現在

少 数 株 主 持 分

渇 水 準 備 引 当 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

使用済燃料再処理等積立金

１年以内に期限到来の固定負債

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資 等

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

－ 11 －
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（２）連結損益計算書

（単位：百万円）

収　　　益　　　の　　　部

科　　　　　目 科　　　　　目

1,594,361 1,722,203 127,841   1,728,296 1,802,621 74,324    

電 気 事 業 営 業 費 用 1,417,639 1,515,390 97,750    電 気 事 業 営 業 収 益 1,539,130 1,584,074 44,944    

その他の事業営業費用 176,721   206,812   30,090    その他の事業営業収益 189,166   218,546   29,379    

営 業 利 益 ( 133,935) ( 80,417) ( △ 53,517)

51,882    49,970    △ 1,912     17,069    8,088     △ 8,980     

支 払 利 息 46,934    45,947    △ 987       受 取 配 当 金 647       756       108

その他の営業外費用 4,948     4,023     △ 924       受 取 利 息 1,492     2,248     756       

固 定 資 産 売 却 益 1,240     664       △ 575       

その他の営業外収益 13,689    4,418     △ 9,270     

1,646,244 1,772,174 125,929   1,745,366 1,810,709 65,343    

99,121    38,535    △ 60,586    

4,276     △ 6,213     △ 10,489    

渇 水 準 備 金 引 当 4,276     -         △ 4,276     

渇 水 準 備 引 当 金
取 崩 し ( 貸 方 )

-         △ 6,213     △ 6,213     

-         5,792     5,792     0 0 0

過年度原子力発電施設
解 体 引 当 金 繰 入 額

-         5,792     5,792     0 0 0

94,845    38,956    △ 55,888    

36,452    14,086    △ 22,366    

1,850     4,450     2,600     

3,368     3,124     △ 244       

53,173    17,294    △ 35,878    

営 業 収 益営 業 費 用

営 業 外 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用 合 計 経 常 収 益 合 計

営 業 外 収 益

当 期 純 利 益

渇 水 準 備 金 引 当 又 は
取 崩 し

税 金 等 調 整 前
当 期 純 利 益

法 人 税 ， 住 民 税
及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

特 別 損 失

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

当連結会計年度 増 減前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 前連結会計年度

費　　　用　　　の　　　部

－ 12 －
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 94,845     38,956     △ 55,888  

減価償却費 269,718    263,489    △ 6,229   

核燃料減損額 8,439      10,718     2,278   

固定資産除却損 15,442     18,327     2,885   

退職給付引当金の増減額（減少：△） △ 12,984     △ 16,115     △ 3,130   

使用済燃料再処理等引当金の増減額（減少：△） 7,295      △ 3,799      △ 11,095  

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（減少：△） 3,126      2,464      △ 662     

原子力発電施設解体引当金の増減額（減少：△） 2,275      10,581     8,306   

渇水準備引当金の増減額（減少：△） 4,276      △ 6,213      △ 10,489  

受取利息及び受取配当金 △ 2,140      △ 3,005      △ 865     

支払利息 46,934     45,947     △ 987     

使用済燃料再処理等積立金の増減額（増加：△） △ 43,056     △ 1,494      41,562  

受取手形及び売掛金の増減額（増加：△） △ 51,260     △ 51,507     △ 246     

支払手形及び買掛金の増減額（減少：△） 2,644      48,297     45,653  

その他 △ 3,880      △ 11,629     △ 7,748   

小　　計 341,676    345,018    3,342   

利息及び配当金の受取額 1,643      2,851      1,208   

利息の支払額 △ 42,366     △ 42,251     115     

法人税等の支払額 △ 24,769     △ 28,518     △ 3,748   

営業活動によるキャッシュ・フロー　 276,182    277,100    917     

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 199,853    △ 233,459    △ 33,605  

工事費負担金等の収入 -          79,364     79,364  

投融資による支出 △ 2,989      △ 10,042     △ 7,053   

投融資の回収による収入 1,643      2,751      1,107   

その他 3,608      2,252      △ 1,355   

投資活動によるキャッシュ・フロー　 △ 197,591    △ 159,133    38,458  

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 119,599    89,722     △ 29,876  

社債の償還による支出 △ 68,000     △ 149,550    △ 81,550  

長期借入れによる収入 84,096     74,807     △ 9,289   

長期借入金の返済による支出 △ 128,607    △ 105,751    22,855  

短期借入れによる収入 320,992    291,733    △ 29,259  

短期借入金の返済による支出 △ 320,939    △ 291,570    29,369  

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 482,000    512,000    30,000  

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △ 531,000    △ 503,000    28,000  

配当金の支払額 △ 29,924     △ 29,883     40      

少数株主への配当金の支払額 △ 717        △ 717        0

その他 △ 503        △ 465        37      

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 73,004     △ 112,675    △ 39,671  

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △ 4 △ 15

現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 5,597      5,286      △ 311     

現金及び現金同等物の期首残高 112,622    119,073    6,450   

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 853        -          △ 853     

現金及び現金同等物の期末残高 119,073    124,359    5,286   

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

前連結会計年度 当連結会計年度科            目 増　　減
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ａ．会計処理基準に関する事項 

 （ａ）重要な引当金の計上基準 

  ⅰ．使用済燃料再処理等引当金 

 使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため，実用発電用原子炉の

運転に伴い，燃焼に応じて発生する使用済燃料に対する再処理等の実施に要する

費用の現価相当額（割引率 1.6％）を計上する方法によっております。 

 なお，平成 17 年度の引当金計上基準変更に伴い生じた差異のうち，電気事業

会計規則附則（平成 17 年経済産業省令第 92 号）第２条の規定に定める金額

（45,015 百万円）については，平成 17 年度から 15 年間にわたり毎期均等額を

計上することとしております。これによる未計上残高は，36,012 百万円であり

ます。 

 また，電気事業会計規則取扱要領第 81 の規定による当連結会計年度末の見積

差異（△700 百万円)については，同要領に基づき，翌連結会計年度から再処理

の具体的計画を有する使用済燃料が発生する期間にわたり計上することとして

おります。 

 

  ⅱ．使用済燃料再処理等準備引当金 

 実用発電用原子炉の運転に伴い発生した使用済燃料のうち，再処理等を行う具

体的な計画を有しない使用済燃料については，使用済燃料単位当たりの再処理等

費用（割引率 4.0％による現在価値換算）に，対象となる使用済燃料発生数量を

乗じて得た額を計上しております。 

 

  ⅲ．原子力発電施設解体引当金 

 原子力発電施設の解体の費用に充てるため，原子力発電施設解体費の総見積額

を基準とする額を原子力の発電実績に応じて計上しております。 

（追加情報） 

 「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法

律」（平成 17 年法律第 44 号）等の施行により，総見積額算定の前提となる放射

性廃棄物のクリアランスレベルが変更されたことなどによる追加費用の合理的

な見積が可能となったことを受け，ユニット毎の廃止措置に係る見積額の計算方

法に関して平成 20 年３月に「原子力発電施設解体引当金に関する省令の一部を

改正する省令」（平成 20 年経済産業省令第 20 号）が施行されたことから，当連

結会計年度の総見積額は，改正後の省令に基づき算定しております。 

 これにより，原子力発電施設解体引当金は 6,327 百万円増加し，このうち前連

結会計年度までの発電実績に応じた金額 5,792 百万円は特別損失に計上してお

ります。 

 この結果，経常利益は 535 百万円，税金等調整前当期純利益は 6,327 百万円そ

れぞれ減少しております。 

 

 なお，上記「重要な引当金の計上基準」以外は，最近の有価証券報告書（平成

19 年６月 28 日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略いたしま

す。 

 

 

 

 



東北電力（株）9506 平成 20 年３月期決算短信 

－ 16 － 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 ａ．会計処理の変更 

 （ａ）減価償却資産の減価償却方法の変更 

 法人税法の改正に伴い，当連結会計年度より，平成 19 年４月１日以降に取得

した減価償却資産について，改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更して

おります。 

これにより，減価償却額は 1,980 百万円増加し，経常利益及び税金等調整前当

期純利益は，それぞれ同額減少しております。 

なお，セグメント情報に与える影響は，17 ページ「セグメント情報」をご覧

ください。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い，当連結会計年度より，平成 19 年３月 31 日以前に取得

した有形固定資産のうち，償却可能限度額まで償却が終了した資産については，

償却が終了した翌連結会計年度から残存簿価を５年間で均等償却しております。  

 これにより，減価償却額は 11,248 百万円増加し，経常利益及び税金等調整前

当期純利益は，それぞれ同額減少しております。 

 なお，セグメント情報に与える影響は，17 ページ「セグメント情報」をご覧

ください。 

 

ｂ．表示方法の変更 

 （ａ）連結キャッシュ・フロー計算書 

前連結会計年度において，投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めていた「工事費負担金等の収入」は，重要性が増したことから当連結会

計年度より区分掲記しております。 

なお，前連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含

まれる「工事費負担金等の収入」は 3,302 百万円であります。 
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（７）連結財務諸表に関する注記事項

　　ａ．セグメント情報

（ａ）事業の種類別セグメント情報

　　前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,539,130 116,663 72,502 1,728,296 -          1,728,296

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,415 133,831 128,207 264,454 △ 264,454 -          

1,541,546 250,495 200,710 1,992,751 △ 264,454 1,728,296

営 業 費 用 1,431,721 241,016 186,664 1,859,401 △ 265,040 1,594,361

営 業 利 益 109,824 9,478 14,046 133,349 585 133,935

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,697,080 245,198 381,027 4,323,306 △ 253,974 4,069,331

減価償却費 （核燃料減損額を含む） 253,506 3,398 28,930 285,835 △ 7,678 278,157

資本的支出 183,217 3,018 24,323 210,559 △ 7,612 202,946

　　当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,584,074 137,457 81,088 1,802,621 -          1,802,621

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,539 145,566 137,565 285,671 △ 285,671 -          

1,586,613 283,024 218,653 2,088,292 △ 285,671 1,802,621

営 業 費 用 1,530,275 271,408 205,743 2,007,427 △ 285,223 1,722,203

営 業 利 益 56,338 11,615 12,910 80,865 △ 447 80,417

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,664,165 248,443 377,578 4,290,187 △ 256,352 4,033,835

減価償却費 （核燃料減損額を含む） 247,646 3,401 30,838 281,886 △ 7,678 274,207

資本的支出 218,160 2,907 24,749 245,817 △ 7,955 237,861

事 業 区 分
電 気 事 業
建 設 業

その他の事業

　　これにより，平成19年４月１日以降に取得した減価償却資産に係る減価償却額は，電気事業が 1,694百万

計

主　要　な　製　品　・　事　業　活　動

計

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。

　　　　２．各区分に属する主要な製品の名称等

電気・通信・土木・建築工事，発変電設備の設計・製作・施工・運転・保守，環境保全に関する

　係る減価償却額は，電気事業が 9,596百万円，建設業が96百万円，その他の事業が 1,544百万円増加し，営

　業利益は，それぞれ同額減少しております。

給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の販売

　　　　３．追加情報

トワークに関するコンサルティング・開発・運用，情報機器・ソフトウェアの販売・保守・賃貸，

電力供給

液化天然ガスの受入・気化・供給，天然ガスの供給，電気通信事業，情報システム及び情報ネッ

不動産の賃貸・売買・管理，自家用発電設備・コージェネレーションシステム等による電気・熱

調査・測量・測定分析

　　　　　　　　記載すべき事項はありません。

　　　　　　（前連結会計年度）

　　　　　　（当連結会計年度）

エネルギーの供給，蓄熱設備の運転・保守受託，金銭の貸付等の金融業務，熱供給事業，電力供

　「会計処理の変更」に記載のとおり，当連結会計年度より減価償却資産の減価償却方法を変更しております。

　円，建設業が45百万円，その他の事業が 239百万円増加し，営業利益は，それぞれ同額減少しております。

　　また，平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち，償却可能限度額まで償却が終了した資産に

－ 17 －
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　　当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を超えている

　　　ため，所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　　　ため，所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　　当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　　前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を超えている

（ｂ）所在地別セグメント情報

　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略しております。

（ｃ）海外売上高

　　前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略しております。
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ｂ．１株当たり情報

　１株当たり純資産額 1,971.69円 　１株当たり純資産額 1,933.42円 

　１株当たり当期純利益 106.57円 　１株当たり当期純利益 34.67円 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は，潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり当期純利益（連結）の算定上の基礎は，以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(平成18年４月１日から) (平成19年４月１日から)

(平成19年３月31日まで) (平成20年３月31日まで)

53,173                 17,294                 

- -

53,173                 17,294                 

498,953                498,791                

ｃ．重要な後発事象

　　　該当事項はありません。

（開示の省略）

　普通株式に係る当期純利益　（百万円）

　リース取引，関連当事者との取引，税効果会計，有価証券，デリバティブ取引，退職給付に関する注記事項

については，決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。

　普通株式の期中平均株式数　（千株）

　当期純利益　（百万円）

　普通株主に帰属しない金額　（百万円）

当連結会計年度

（平成19年４月１日から）

（平成20年３月31日まで）

前連結会計年度

（平成18年４月１日から）

（平成19年３月31日まで）

－ 19 －
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５．個別財務諸表

(単位:百万円)

-

平成20年３月31日現在

3,709,377

2,212,902

1,170,817

542,874

3,078

160,561

113,269

3,126

△ 29,413

合 計 3,675,908 △ 33,469

純 資 産 合 計 874,540

4,80910,640

10,640

845,126

△ 5,831

その 他有 価証 券評 価差 額金 4,809 △ 5,831

評 価 ・ 換 算 差 額 等

△ 4267,580△ △

332,400306,400

111,121

8,007

26,000

繰 越 利 益 剰 余 金 66,965 △ 44,155

別 途 積 立 金

減 価 償 却 積 立 金 5,000 △ 5,000

東新潟火力発電所４－２号系列

507,365530,521

103,000

△ 23,155

原 価 変 動 調 整 積 立 金 103,000 -

そ の 他 利 益 剰 余 金

△ 23,155

利 益 準 備 金 62,860 -

593,381

26,65726,657

570,226

-

資 本 準 備 金 26,657 -

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

23,582

251,441 -

863,899 840,317 △

負 債 合 計 2,830,781 △ 4,055

12,981 △ 6,19419,176渇 水 準 備 引 当 金

19,176特 別 法 上 の 引 当 金 12,981 △ 6,194

229 169

71

△ 60

78,249 75,230

△ 26役 員 賞 与 引 当 金

1,045 △ 250

関 係 会 社 短 期 債 務 37,539 2,480

預 り 金

41,85240,074

39,696

1,777

未 払 税 金 15,606 △ 24,089

未 払 費 用

47,766

未 払 金 21,053 4,152

買 掛 金 57,659

54,440

105,425

-

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 91,000 9,000

54,440

199,233 △ 73,053

流 動 負 債 645,685 42,926

10,581

28,729

49,007

152,017 △180,746

38,426

5,591 2,464

109,470 △ 3,799

145,892 △ 14,668

4 4

6,776 3,697

542,529 △ 345

1,160,824 △ 9,992

増　減

固 定 負 債 2,172,114 △ 40,787

負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 前事業年度末 当事業年度末

原子 力発 電施 設解 体引 当金

雑 固 定 負 債

使用 済燃 料再 処理 等引 当金

使用済燃料再処理等準備引当金

長 期 未 払 債 務

退 職 給 付 引 当 金

関 係 会 社 長 期 債 務

社 債

長 期 借 入 金

雑 流 動 負 債

602,758

272,287

82,000

16,900

3,018

１年以内に期限到来の固定負債

1,296

短 期 借 入 金

10,000

2,834,837

251,441

26,657

62,860

35,059

97

諸 前 受 金

合 計

11,727

3,709,377

△

固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産

附 帯 事 業 固 定 資 産

事 業 外 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

核 燃 料

投 資 そ の 他 の 資 産

112

5,685

△ 82

867

635△

11,154

6,148

17

9,348

23

32,615

1,098

△ 451

269

1,494

△ 6,566

△ 8,999

△ 5,191

4,454

125

△ 736

20,013

19,887

△ 584

247

26,121

△ 6,286

-

23,251

△ 59,582

1,074

△ 2,589

14

11,091

△ 66,084

△ 78,458

△ 1,370

△ 35,839

2,275

41,405

487

88,106

14,572

203,102

17,565

1,408

35,257

78,758

△ 84

55,003

235,717

55,020

△ 107

3,417

4,589

101,427

3,491

101,879

464,481

68,730

183,800

106,016

183,531

104,522

471,048

77,730

104,277

140,775

32,043

108,732

141,511

37,234

2,867 2,992

157,769

154,902

177,782

174,790

8,517 8,764

501

4,317 3,733

501

664,298

121,334

272,187

437,776

5,895

638,177

127,620

329,106

272,172

660,128

4,820

657,538

当事業年度末科 目

2,723,111

3,506,275

156,014

前事業年度末

497,358

364,945

157,385

2,644,653

3,675,908

繰 延 税 金 資 産

△ 410 493

雑 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

関 係 会 社 短 期 債 権

374

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

流 動 資 産

諸 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

33,469

内 燃 力 発 電 設 備

送 電 設 備

変 電 設 備

配 電 設 備

業 務 設 備

貸 付 設 備

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

関 係 会 社 長 期 投 資

使用 済燃 料再 処理 等積 立金

△

　（１）貸借対照表

原 子 力 発 電 設 備

増　減

資 産 の 部

3,440,190

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

水 力 発 電 設 備

長 期 前 払 費 用

建 設 仮 勘 定

除 却 仮 勘 定

装 荷 核 燃 料

加 工 中 等 核 燃 料

長 期 投 資

資 本 金

汽 力 発 電 設 備

－ 20 －
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(単位:百万円)

( ) ( ) ( )

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

1,602,953 40,343当 期 経 常 収 益 合 計 1,562,609

415 △

3,434 △ 8,829

固 定 資 産 売 却 益

雑 収 益 12,264

1,179 763

3,850 △ 9,593事 業 外 収 益 13,443

1,856 667受 取 利 息 1,189

3,180 760

受 取 配 当 金 1,230 1,323 93

財 務 収 益 2,420

営 業 外 収 益 15,863 7,030 △ 8,832

4,205

熱 供 給 事 業 営 業 収 益 621 623 1

4,762 8,967

9,590 4,207

86 -

電 気 事 業 雑 収 益 10,280

貸 付 設 備 収 益 86

764

2,27012,550

559

2,918 248事 業 者 間 精 算 収 益 2,669

託 送 収 益

1,283

1,323

1,064

電 力 料

他 社 販 売 電 力 料 219

814,263 26,337

地 帯 間 販 売 電 力 料 220,517 223,449 2,931

1,586,3311,541,362 44,969

530,455電 灯 料 518,899 11,556

電 気 事 業 営 業 収 益

増　減

営 業 収 益 1,546,745 1,595,922 49,176

渇水準備金引当又は取崩し

渇 水 準 備 金 引 当

渇水準備引当金取崩し（貸方）

収 益 の 部

科 目 前事業年度 当事業年度

787,925

- △

当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

44,780 6,774 △

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 経 常 利 益

附 帯 事 業 営 業 収 益

67

247

14,191

電 源 開 発 促 進 税

事 業 税

電 力 費 振 替 勘 定 （ 貸 方 ）

営 業 利 益

熱 供 給 事 業 営 業 費 用

配 電 費

販 売 費

貸 付 設 備 費

一 般 管 理 費

△

ガ ス 供 給 事 業 営 業 収 益

38,005

303

△ 6,194

1,588,761

573 4

9,792 5,088

△ 801

△ 156 △ 235 △ 79

32,424 31,623

7 6

100,414 101,616

54,562 54,598

原 子 力 発 電 費

増　減

費 用 の 部

1,542,268

1,531,903

水 力 発 電 費

汽 力 発 電 費

営 業 費 用

　（２）損益計算書

内 燃 力 発 電 費

前事業年度 当事業年度科 目

1,433,161

1,438,434

地 帯 間 購 入 電 力 料

他 社 購 入 電 力 料

送 電 費

雑 損 失

財 務 費 用

支 払 利 息

社 債 発 行 費

事 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 損

ガ ス 供 給 事 業 営 業 費 用

34,804

437,290

31,922

154,757

6,458

119,326

174,585

80,779

53,126

171,223

499,738

163,438

7,727

110,779

188,048

84,615

53,687

184,306

16,436 17,148

10,3655,272

4,703

569

108,311 53,653

47,411

45,722

45,329

392

44,696

286

46,492

44,983

1,5091,689

1,205

4,275

4,275

236

1,452

△ 739

△ 783

72,487

28,490

76,762

14,593

△ 6,194

3,454

4,364

103,834

98,741

2,882

62,447

8,680

1,268

△ 8,546

13,462

3,835

561

13,082

1,201

35

△ 0

711

5,092

△ 54,657

5,383

△ 10,470

102,915

△ 62,571

4,275

5,147

△ 57,893

△ 25,035

当 期 経 常 費 用 合 計

-

1,485,846

633

△ 6,194

△ 179

△ 106

法 人 税 等 調 整 額

電 気 事 業 営 業 費 用

変 電 費

営 業 外 費 用

附 帯 事 業 営 業 費 用

△ 919

△

5,792

5,792

特 別 損 失

過 年 度 原 子 力 発 電 施 設
解 体 引 当 金 繰 入 額

- 5,792

- 5,792
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東北電力（株）9506　平成20年３月期決算短信

（参 考）  

　

  (単位：百万円，％）

電 灯 料 518,899   530,455   11,556   102.2

電 力 料 787,925   814,263   26,337   103.3

小 計 1,306,824 1,344,719 37,894   102.9

そ の 他 255,784   258,233   2,449    101.0

（ 売 上 高 ） ( 1,546,745 ) ( 1,595,922 ) ( 49,176   ) ( 103.2 )

合 計 1,562,609 1,602,953 40,343   102.6

人 件 費 134,503   139,133   4,629    103.4

燃 料 費 316,787   378,326   61,539   119.4

修 繕 費 173,296   205,095   31,799   118.3

減 価 償 却 費 239,293   231,269   △ 8,024    96.6

購 入 電 力 料 293,911   298,828   4,916    101.7

支 払 利 息 45,329    44,696    △ 633      98.6

そ の 他 282,723   291,412   8,689    103.1

合 計 1,485,846 1,588,761 102,915  106.9

( 108,311   ) ( 53,653    ) ( △ 54,657   ) ( 49.5 )

76,762    14,191    △ 62,571   18.5

4,275     △ 6,194     △ 10,470   －

－ 5,792     5,792    －

72,487    14,593    △ 57,893   20.1

28,490    3,454     △ 25,035   12.1

△ 783       4,364     5,147    －

44,780    6,774     △ 38,005   15.1

（注） 記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。

前年度比

(B)/(A)

 個 別 収 支 比 較 表  

収

益

(A)

増　減

(B)－(A)

( 営 業 利 益 )

当 期 純 利 益

渇 水 準 備 金

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

当 期 経 常 利 益

平成18年度 平成19年度

費

用

(B)
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